
RETIO. 2005.  11  NO.62

分譲住宅の売主が、買主の意思決定の上で

重要な価格の適否に関する事実について説明

をしなかったことが、慰謝料請求権の発生が

認められるほどの違法行為とされた事例

（最高裁　平成16年11月18日判決　上告棄却

判例時報1883号62頁）

１　事案の概要

住宅・都市整備公団（現在の都市再生機構、

以下「Ｙ」という。）は、平成２年、Ｋ市所

在のＡ団地及びＭ市所在のＢ団地の建替事業

に着手した。団地内の住宅を賃借し居住する

などしていたＸらに対し、建替え後の分譲住

宅の購入を希望し、建替事業に協力した者に

ついては、一般公募に先立つ優先購入の機会

の確保、入居する住宅が完成するまでの仮住

居の確保並びに移転費用相当額及び100万円

の各支払を約し、Ｘらとの間で、覚書（以下

「本件覚書」という。）を交わした。

本件覚書中には、Ｙは、建替え後の分譲住

宅への入居が可能となった場合には、Ｘらに

対し、公募に先立ち、優先して住宅をあっせ

んする旨の条項（以下「本件優先購入条項」

という。）が規定されていた。これは、一般

公募における譲渡価格とＸらに対する譲渡価

格が少なくとも同等であることを前提とし、

抽せんによることなくＸらが確実に住宅を確

保することができるものであった。そして、

Ｘらは、Ｙとの間で従前の賃貸借契約を合意

解約し、住宅の明渡しを行うなどして上記建

替事業に協力した。

Ｙは、Ｘらのうち43名との間で、平成7年

10月、Ａ団地の建替え後の新団地であるＣ団

地内の分譲住宅につき譲渡契約を締結し、ま

た、Ｘらのうち15名との間で、平成６年12月、

Ｂ団地の建替え後の新団地であるＤ団地内の

分譲住宅につき譲渡契約（以下、Ｃ・Ｄ団地

内の分譲住宅の譲渡契約を併せて「本件各譲

渡契約」という。）を締結した。

Ｘらは、本件各譲渡契約締結当時、本件覚

書中の本件優先購入条項により、Ｘらに対す

るあっせん後、未分譲住宅の一般公募が直ち

に行われ、その譲渡価格は少なくともＸらに

対する譲渡価格と同等であるものと認識して

いた。他方、Ｙは、本件各譲渡契約締結当時、

Ｘらに対する譲渡価格が高額に過ぎ、その価

格で一般公募を行っても購入希望者が現れな

いことを認識しており、Ｘらに対するあっせ

ん後直ちに未分譲住宅の一般公募をする意思

を有していなかった。それにもかかわらず、

Ｙは、Ｘらに対し、Ｙがこのような意思であ

ったことにつき説明をしなかった。

その後、Ｙは、平成10年７月に至って、Ｃ

団地及びＤ団地の未分譲住宅について、値下

げをした上で一般公募をしたが、その平均値

下げ率は、前者につき25 .5％、後者につき

29.1％であった。

そこで、Ｘらは、Ｙは本件各譲渡契約を締

結する際、Ｘらに対するあっせん後直ちに未

分譲住宅の一般公募をする意思がないことを
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説明すべき義務があったにもかかわらず、こ

れを怠ったことから、分譲住宅の価格の適否

及び契約の締結を十分に検討する機会を奪わ

れたなどと主張し、Ｙに対して、不法行為に

よる損害賠償請求権に基づき、慰謝料等の支

払を求めて提訴した。一審、二審ともＸらの

請求を一部認容したため、Ｙが上告した。

２　判決の要旨

最高裁判所は次のように判示して、Ｙの上

告を棄却した。

盧 Ｘらは、Ｙとの間で、団地内の住宅につ

き賃貸借契約を締結していたが、Ｙの建替

事業に当たって、借家権を喪失させるなど

してこれに協力した。ＹとＸらとの間で交

わされた本件覚書中の本件優先購入条項

は、Ｘらに対するあっせん後、未分譲住宅

の一般公募が直ちに行われること及び一般

公募における譲渡価格とＸらに対する譲渡

価格が少なくとも同等であることを前提と

し、抽せんによることなくＸらが確実に住

宅を確保することができることを約したも

のである。

盪 Ｙは、建替え後の分譲住宅について、当

該建替え対象団地の居住者にあっせんした

後、他の建替え団地の居住者に対してあっ

せんするものとする取扱いをしていたが、

あっせんにより未分譲住宅を購入した者は

なく、Ｙは、上記あっせんによって未分譲

住宅が完売する可能性のないことを知り得

た。

蘯 Ｙは、本件各譲渡契約締結の時点におい

て、Ｘらに対する譲渡価格が高額に過ぎ、

仮にその価格で未分譲住宅につき一般公募

を行っても買手がつかないことを認識して

おり、直ちに未分譲住宅の一般公募をする

意思を有していなかったにもかかわらず、

Ｘらに対し、Ｘらに対するあっせん後直ち

に未分譲住宅の一般公募をする意思がない

ことを説明しなかった。

盻 Ｙは、Ｘらが、本件優先購入条項により

未分譲住宅の一般公募が直ちに行われると

認識していたことを少なくとも容易に知る

ことができたにもかかわらず、Ｘらに対し、

上記一般公募を直ちにする意思がないこと

を全く説明せず、これによりＸらがＹの設

定に係る分譲住宅の価格の適否について十

分に検討した上で本件各譲渡契約を締結す

るか否かを決定する機会を奪ったものとい

うべきであって、Ｙが当該説明をしなかっ

たことは信義誠実の原則に著しく違反する

ものであるといわざるを得ない。ＸらがＹ

との間で本件各譲渡契約を締結するか否か

の意思決定は財産的利益に関するものでは

あるが、Ｙの上記行為は慰謝料請求権の発

生を肯認し得る違法行為と評価することが

相当である。

３　まとめ

本件では、旧住宅・都市整備公団が、賃貸

住宅の建替えによる分譲住宅の優先購入者ら

に対して、バブル崩壊により未分譲住宅の一

般公募を直に行う状況になく、その意思がな

いにもかかわらずこれを説明しなかったとさ

れた。これによって、優先購入者らが、同公

団の設定した分譲住宅の価格の適否について

十分に検討した上で契約を締結するか否かを

決定する機会を奪ったものであるとして、信

義誠実の原則に著しく違反するとされた事例

である。

（調査研究部研究員）


